住宅改修費等の受領委任払に係る事業者登録確約書

　　年　　月　　日

摂津市長　様

〒　　　－　　　　　　　　　　　　　

　住　　　所　　　　　　　　　　　　　

事業者名称　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　

　摂津市の介護保険における住宅改修費等の受領に関して、住宅改修費等の受領委任払に係る事業者登録届出書を提出するにあたり、下記の事項を遵守することを確約します。

記

(基本的事項)

1． 平成11年3月31日厚生省告示弟94号・第95号及び平成12年11月16日同省告示第349号に定められた介護保険給付の対象となる福祉用具の購入及び住宅改修に関しては、関係法令、通知等及び本市の要綱等を遵守すること。

2． 要介護者等の意思及び人権を尊重し、常に要介護者等の立場に立ったサービスの提供と相談、苦情等の対応につとめること。

3． 事業所の職員は、業務上知り得た要介護者等又はその家族の秘密を保持すること。

(受給資格の確認)

4． 要介護者等に対し受領委任払による福祉用具の販売、又は住宅改修を行う場合は、利用者の提示する介護保険被保険者証によって、摂津市の要介護認定を受けた被保険者であること、支払方法変更の記載を受けていないことを確認すること。

(自己負担額の受領等)

5． 福祉用具の販売、住宅改修にあたっては、受領委任払方式により費用額の一割(又は二割若しくは三割)を自己負担額として要介護者等から受領するものとし、これを減免又は超過して費用を受領しないこと。なお、利用者が介護保険被保険者証に給付額減額期間の記載を受けている場合、当該給付額減額期間に利用した住宅改修及び福祉用具の介護給付に関して、給付の減額が適用された費用を受領すること。
6． (指導、調査等)

7． 市長が必要と認めた福祉用具購入費及び住宅改修の支給に関して、指導又は調査を行い、帳簿及び必要書類を検査し、説明を求め又は警告を行った場合には、これに応じること。

(名簿の取り消し)

７・この遵守事項に違反した場合、又は不正な手段により事業者の申し出を行った場合、若しくは警告に従わなかった場合は、受領委任払登録事業者名簿から削除するものとする。

(登録内容の変更等)

8． 届出書内容に変更があった場合、又は事業を廃止するときは、速やかに住宅改修費等の受領委任払に係る事業者登録届出書（様式第1号）を市長に提出すること。
以上

様式第２号









